
(法第 28条第 1項関係 「前事業年度の事業報告書」) 浄あど8

令和 4年度の事業報告書

令和 5年 4月 1日 から令和 6年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 I.win

l 事業の成果

今年度の実施事業は、前年度の事業結果をふまえ、引き続き、障害福祉サービス事業及び一般・

特定計画相談支援事業を行った。障がい者に生活訓繰や就労作業訓練の場所の提供を行い、見守 り

と生活活動の指導相談支援を行 うこと、障がい者に集団生活を過 ごす場所を提供 し、社会性をはぐ

くみ、さらに自立する機会を図つた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事 業 名

(定款に記載 した事業 )

具体的な事業内容

(A)当 該 事 業 の実

施 日時

(B)当 該事業の実施

場所

(C)従事者の人数

(D)受益対象

者の範囲

(E)人数

事 業 費 の金

額 (単位 :千

円)

①フリースクール事業

不登校・引きこもり等に

対 し、学校教育の枠にと

らわれない学びの場 。居

場所作 りとして個々の対

応を目指 した活動を行

う。

本事業年度は実施

しなかった。

②フリースペース事業

人間関係のス トレス等悪

条件が重なることで生き
づらさを感 じる人々 (SNEP

等)、 また、福祉サービス

を利用される人々が集 う

場が精神的な拠 り所とな

る場所となるような活動

を行 う。

本事業年度は実施

しなかった。

③障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に

支援するための法律に

基づく指定障害福祉サ

ービス事業

就労継続支援 B型事業

障害者が利用契約に基づ

き、支援者 とともに飲食

店及びバ ックヤー ドの作

業や竹細工等軽作業の就

労を通 し円滑な運営を行

うことで、就労意欲が向

上するようサポー トする

事業

(A)各月の日数 -8日
(B)別府市若草町 9

番 9号

(C)6名

(D)障がい者

(E)20名
48,248千 円

共同生活援助事業

日中に就労又は就労継続

支援等のサービスを利用

している介護の必要のな

い知的・精神障害者が対

象で、共同生活を営む住

屋において家事、食事、

相談などの支援を行 う。

本事業年度は実施

しなかった。



④障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に

支援するための法律に

基づく指定一般相談支

援事業

地域移行支援・地域定着

支援・計画相談支援事業

当該利用者の移行適性、

障害の特性その他の状況

及びその置かれている環

境に応 じて、適切かつ効

果的に供与する。

本事業年度は実施

しなかった。

⑤障害者の 日常生活及

び社会生活を総合的に

支援するための法律に

基づ く指定特定相談支

援事業

当該利用者の相談に応

じ、障害福祉サービスを

利用す る前にサー ビス

等利用計画を作成 し、一

定期間ごとにモニタ リ

ングを行 う等の支援 を

イ子う。

本事業年度は実施

しなかった。

⑥障害者の日常生活及

社会生活を総合的に支

援するための法律に基
づく地域生活支援事業

移動支援事業

移動支援を実施すること

により社会生活上必要不

可欠な外出及び余暇活動

等の社会参加のための外

出の際の移動を支援する

本事業年度は実施

しなかった。

⑦児童福祉法に基づく

指定障害児通所事業

障害児通所事業

学校に通学中の障害児に

対 して、放課後や夏休み等

の長期休暇中において生

活能力向上のための訂1練

等を提供する。

本事業年度は実施

しなかった。

③児童福祉法に基づく

指定障害児相談事業

障害児相談支援事業

障がい児または障がい児

の保護者の意思並び人格

を尊重 し、常に当該障が

い児等の立場にたつて、

供与する。

本事業年度は実施
しなかった。

⑨介護保険法に基づく

指定居宅介護事業

居宅介護支援事業

居宅サービス等の道切な

利用等をすることができ

るようサービス利用計画

の作成及び相談を行 う。

本事業年度は実施

しなかった。

⑩介護保険法に基づく

指定訪問介護事業

訪問介護事業

要介護者を居宅において

入浴排泄食事等の日常生

活の世話を行う。

本事業年度は実施

しなかった。

①介護保険法に基づく

指定介護予防訪問介護

事業

介護予防訪問介護事業

要支援者を居宅において

入浴排泄食事等の日常生

活の世話を行 う。

本事業年度は実施

しなかった。



⑫介護保険法に基づく

指定訪問看護事業

訪問看護事業

看護師などが居宅を訪問

し、主治医の指示や連携

により行 う看護  (療養上

の世話又は必要な診療の

補助 )

本事業年度は実施

しなかった。

⑬介護保険法に基づく

指定介護予防訪問看護

事業

介護予防訪問看護事業

医師の指示に基づき、看

護師等が利用者の居宅を

訪問し、健康チェック、

療養上の世話または必要

な診療の補助を行 う。

本事業年度は実施
しなかった。

⑭その他上記の目的を

達成するために必要な

事業

本事業年度は実施

しなかつた。

(2)その他の事業

(備考 )

1 2は 、 (1)には特定非営利活動に係る事業、 (2)にはその他の事業について区分を明らかにし

て記載する。

2 2(2)に は、定款上 「その他の事業」に関する事項を定めているものの、当該事業年度にその

他の事業を実施 しなかった場合、 「実施 しなかった」と記載する。

事 業 名

(定款に記載 した事業 )

具体的な事業内容

(A)当該事業の実施 日時

(B)当該事業の実施場所

(C)従事者の人数

事 業 費 の金

額 (単位 :千

円)

実施 しなかった。



(法第28条第 1項 「前事業年度の計算書類 (活動計算書)J)
令和 5年店 活重ナJ計算書

令不日 5年   4月   1日 から 令和 6年  3月   31日 まで

特定非営利活動法人 I,win

科 目

51,477,010

13,141,016

60

934,630

64,618,026

934,690

14,333,097

10,404,310
9,619

2,158,965

180,086

113,000

3 335 800

30 534 877

340,224
9 706 992

10 047 216

0

10 047 216

621

766,370

145,936
852,123

3,300

286,638

636,530

630,000

2,597,198

58,597

338,158

17,000

5,800

10,000

66,940

694,300

4,000

236,482

315,949

17,713,158

035

4,699,000
719,620

125.100

5.543.720

1,200,000

2卜 565 457

65 716

9 195.504

362_725 362 725

362 725

12 113 17途 12 113 174

12 113 174
-2,554,945

0

-2)554,945

3,957.077

I経常収益
1事業収益

B型就労支援
作業収入

2その他収益

受取和J息

雑収益
経常収益計

Ⅱ経常費用
1事業費

(1)人件費
給料手当
利用者工賃
賃金
法定福利費
通勤費
福利厚生費
従業員賞与
人件費計

(2)そ の他経費
期首棚卸高
仕入高
合計
期末棚卸高
売上原価
会議費
車両費
通信運搬費
消耗品費
広告宣伝費
修繕費
水道光熱費
地代家賃
賃借料
減価償却費
保険料
諸会費
租税公課
図書研修費
接待交際費
支払手数料
支払寄附金

支払利息
雑費
その他経費計

事業費計
2管理費

(1)人件費
役員報酬
法定福利費
福利厚生費
人件費計

(2)その他経費
水道光熱費
地代家賃
減価償却費
保険料
租税公課
支払手数料
支払利息
雑費
その他経費計

管理費計
経常費用計

当期経常増減額
Ⅲ 経常外収益

固定資産売ナ、日益
経常外収益計

Ⅳ 経常外費用
固定資産除却損

経常外費用計
税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰繊下喋財産額 1,402.132



(法第28条第 1項 「前事業年度の計算書類 (貸借対照表)」 )

令和 5年度 貸借対照表
令和 6年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 I.win

令 額科 目

10,043,945

808,920

9,235,025

100,300

9,181,110

8,620,610

560,550

1,541,746

210,000

17,298

3,040,622

650,460

58.597

3.749.679

325.174

325.174

399

853

71 720

0

21 09

69

23 767 120

15,053.400

1,402,132

I資産の部
1流動資産

現金預金

手元現金

普通預金

売掛金

未収金

大分県国保連合会事業未収金

未収入金

立替金

短期貸付金

前払費用

流動資産合計
2固定資産

(1)有形固定資産

建物

構築物

車両運搬具

神器備品

土地

建物付属設備
一括償去「資産

有形固定資産計
(2)無形固定資産

無形固定資産計
(3)投資その他の資産

預託金

長期前払費用

長期貸付金

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計
Ⅱ負債の部

1流動負債

買掛金

短期借入金

未払金

未払法人税等

未払消費税等

預 り金

仮受金

流動負債合計
2固定負債

長期借入金

長期未払金

固定負債合計

負債合計
Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額
正味財産合計
ン負借及び正咲財産合計

8,460,399

15,053,400

７

　
４

０

　
９

７

　
４

つ
０
　
つ
る△

64,840

188,481

25,169,252



(法第28条第 1項 「前事業年度の財産目録」)

令和 5年度 _魅≧ 目録

令和 6年 3月 81日 現在

特定非営利活動法人 I.win

金 額科 目

10,043,945

808,920

9,235,025

100,300

9,181,110

8,620,610

0

210,000

17,298

1,541,746

3,040,622
０

　

０

　

０

　

０

　

０

58,597

650 46

3.749、 679

0

0

325,174

325,174

21 399

07 8

8 713

25 169 252

767 120

15,053,400

1.402.132

I資産の部
1流動資産

現金預金

手元現金

普通預金

売掛金

未収金

大分県国保連合会事業未収金

棚卸資産

短期貸付金

前払費用
立替金

流動資産合計
2固定資産

(1)有形固定資産

黛物

構築物

車両運搬具

神器備品

土地

建物付属設備
建一括償却資産

有形固定資産計

⑫)無形固定資産

無形固定資産計

(の 投資その他の資産

預託金

長期貸付金

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計
Ⅱ負債の部

1流動負債

買掛金

仮受金

未払金

未払法人税等

未払消費税等

預 り金

流動負債合計
2固定負債

長期借入金

長期未払金

固定負債合計

負債合計
正味財産

0

188,481

8,460,399
0

0

64,840

15,053,400

0


